
歯科論考・Nakanoyuya  /  日本語で読む歯科研究 2026-09-18

歯科論考・Nakanoyuya  |  AI作成・歯科医師未監修 1 / 21

日本語主本文翻訳（表・図注を含む）

原題：Development and implementation of an integrated oral health and nutrition education program using
community children’s cafeterias: A pilot study

著者：Rena Hidaka、Akiko Kojo、Yuji Masuda、Shintaro Hata、Misaki Tanaka、Tona Watanabe、Koichiro
Matsuo

PMID：42691049。DOI：10.1371/journal.pone.0357410

原文：https://www.ebi.ac.uk/europepmc/webservices/rest/PMC13541141/fullTextXML

原著著作権表示：© 2026 Hidaka et al

原著・翻訳の利用条件：CC-BY-4.0 https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/

AI翻訳。独立AI原文レビュー済み。歯科医師による監修は実施していない。原図・図中文字・別ファイルの
補足資料を含まない。日本語への翻訳という改変を加えた。

表中の結合セルは元の値を繰り返して表示する。

原著の書誌情報・著者情報

掲載誌: PLOS One

巻: 21

号: 9

論文番号: e0357410

著者・所属：Rena Hidaka（所属1）

著者注記：Rena Hidaka（*）

責任著者：Rena Hidaka

著者識別子（ORCID）：Rena Hidaka（https://orcid.org/0000-0002-4998-6275）

著者・所属：Akiko Kojo（所属2）

著者・所属：Yuji Masuda（所属3）

著者・所属：Shintaro Hata（所属4）

著者・所属：Misaki Tanaka（所属1）

著者・所属：Tona Watanabe（所属1）

著者・所属：Koichiro Matsuo（所属1）

https://www.ebi.ac.uk/europepmc/webservices/rest/PMC13541141/fullTextXML
https://creativecommons.org/licenses/by/4.0/
https://orcid.org/0000-0002-4998-6275


歯科論考・Nakanoyuya  /  日本語で読む歯科研究 2026-09-18

歯科論考・Nakanoyuya  |  AI作成・歯科医師未監修 2 / 21

地域の子ども食堂を活用した口腔保健と栄養の統合教育プログラムの開発および実
施：予備研究

口腔保健と栄養の統合教育プログラムの開発および実施

背景

口腔の健康への意識を高める歯科・口腔保健活動は、子どもの栄養教育に不可欠である。本研究は、参加者
が毎月地域の子ども食堂に集まり、食感のある食事をとりながら口腔保健と栄養について学ぶ、子ども向け
の口・咀嚼・食事に関する包括的意識変容（Comprehensive Awareness Modification of Mouth, Chewing
And Meal：CAMCAM）プログラムの効果を評価することを目的とした。

方法

対照群を設けない単群前後比較の予備的介入研究として、日本の東京都にある2か所の地域の子ども食堂を定
期的に利用する子ども52人と親／保護者32人を対象とした。参加者は毎月、計6回のセッションに参加し、
「もぐもぐ」と噛む食感のある食事と、咀嚼、口腔保健、食および栄養についての10分間の講義の提供を受
けた。参加者は介入前後に、このテーマへの意識と食品摂取頻度を評価する質問票に回答した。プログラム
参加後の意識および行動の変化を解析した。

結果

子どもと親の年齢中央値は、それぞれ8.5（6～16）歳および43.0（36～50）歳であった。子どもにおける口
腔内の自己観察の頻度は増加した。毎日のフッ化物使用頻度は61.5%から76.9%に増加した（p = 0.020）。
栄養バランスを考えていないと回答した子どもの人数は63.5%から38.5%に減少した（p = 0.022）。栄養バ
ランスのとれた食事を積極的に実践する親／保護者の人数は56.2%から75.0%に増加したが、有意ではなかっ
た。介入後、養育者では肉類、乳製品、いも類の、子どもでは米、いも類、果物の摂取頻度が増加した。咀
嚼回数を意識していない参加者の人数は減少した。

結論

子ども向け CAMCAM-P への参加は、子どもと親／保護者における口腔保健への意識および栄養バランスに
対する態度の好ましい変化と関連していた。対照群のない予備研究であるため、これらの知見は予備的なも
のと捉えるべきである。有効性を確認するには、より大規模な対照研究が必要である。
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序論

幼児期に確立された口腔保健習慣、食の好みおよび食行動は、生涯にわたり長期的な影響を及ぼすと報告さ
れている [1-3]。近年、子どもの食生活上の課題はますます複雑になっている。これには栄養摂取の偏りや朝
食の欠食が含まれ、肥満などの長期的な健康影響が懸念されている [4,5]。さらに、小学校から中学校への移
行期には、朝食摂取の頻度と果物・野菜の摂取が減少する [6] ことから、早い段階で望ましい食習慣を確立す
る重要性が強調される。

日本では、子どもの口腔機能の発達の遅れが公衆衛生上の懸念となっている。早期介入の重要性を強調する
ため、2018年には小児の口腔機能低下が国の歯科医療保険制度の対象疾患に追加された [7]。口腔機能の発達
が不十分であると食べることが困難になり、栄養の偏りにつながる可能性がある。先行研究では、0～17歳の
歯科外来患者における小児の口腔機能低下の有病率は、子ども100,000人当たり2,431.3人（2.4%）であり、
実際に影響を受けている子どもの数はさらに多い可能性が示唆されている [8]。したがって、口腔機能低下は
近年の子どもの食生活上の問題の背景にある要因の一つかもしれない。このため、子ども向けの栄養教育プ
ログラムを設計する際には、口腔の健康や咀嚼への意識を高める歯科・口腔保健活動との連携が不可欠であ
る。

親の特性も重要な役割を果たす。教育水準など親の社会人口学的特性に加え、歯磨きの実践、歯科受診の頻
度および口腔保健教育といった親の口腔保健行動は、子どもの口腔保健行動と口腔の健康状態に直接的・間
接的な影響を及ぼすことが示されている [9-13]。また、親の栄養知識の水準が高いことは、子どものより望
ましい食行動と関連している [14]。これらの知見は、幼児期から健康的な習慣を確立するには、子どもとそ
の養育者を対象とした介入が必要であることを示している。

口・咀嚼・食事に関する包括的意識変容（Comprehensive Awareness Modification of Mouth, Chewing, and
Meal：CAMCAM）プログラム（CAMCAM-P）は、もともと地域在住高齢者のフレイル予防を目的として開
発された [15-18]。CAMCAM-P は、咀嚼を重視して特別に設計された食感のある CAMCAM 食（CAMCAM
bento®）を参加者が食べる間に、口腔保健と栄養についての教育要素を取り入れることで、口腔保健、食生
活および身体的健康に関する行動変容を促すことを目的としている。6か月間の介入は、オーラルフレイルの
ある高齢者において、口腔保健、栄養および咀嚼に関する意識の好ましい変化を促し、オーラルフレイルと
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身体的フレイルの改善につながることが示されている。本研究では CAMCAM-P を子どもとその養育者向け
に調整し、この改変プログラムによって両者の口腔保健、栄養および咀嚼に関する意識と行動に変化をもた
らしうるかを検討した。

材料および方法

参加者

本研究は、対照群のない前後比較の予備的介入研究として計画され、2023年4月から2024年12月にかけて実
施された。東京都内の2か所の地域の子ども食堂から、計84人（子ども52人、親／保護者32人）の参加者を
募集した。これらの食堂は、研究チームとの既存の協力関係と安定した利用者層を有し、実施可能性を重視
した予備的介入に適した場であったことから選定された。本研究の主な目的は、口腔保健と栄養の統合教育
プログラムの実施可能性およびそれに関連する予備的な変化を評価することであったため、便宜的サンプリ
ングを用いた。食堂の定期利用者であり、プログラム活動の妨げとなる食物アレルギーがないことを参加資
格とした。親または法定保護者から書面および口頭によるインフォームド・コンセントを取得し、参加する
すべての子どもからアセントを得た。参加は任意であり、すべてのデータは解析前に匿名化された。

本研究は、ヘルシンキ宣言（世界医師会、2015年）および人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫
理指針（2021年3月23日）の原則に従って実施された。東京科学大学歯学部倫理委員会から倫理承認を得た
（承認番号：D2022-026）。本研究は大学病院医療情報ネットワーク（UMIN）にも登録された（試験 ID：
UMIN000048328）。

介入

子ども向けの口・咀嚼・食事に関する包括的意識変容（Comprehensive Awareness Modification of Mouth,
Chewing, and Meal：CAMCAM）プログラム（CAMCAM-P for kids）を6か月間実施した。参加者は月1回、
口腔保健、咀嚼および栄養に関する教育セッションに参加し、咀嚼を促すことを意図して特別に設計された
弁当（CAMCAM Bento）の提供を受けた。

各教育セッションの所要時間は約10 min であった。介入期間中に計6回のセッションを実施した。歯科医師、
歯科衛生士および管理栄養士が、口腔保健、咀嚼および栄養に関するテーマを扱うプレゼンテーションスラ
イドを用いて講義を行った。

CAMCAM Bento は、主食の米飯、主菜および副菜で構成された。弁当は、(1) 噛みごたえの強い食品を用い
る、(2) 食材を大きめに切る、(3) 調理時間を短くする、(4) 水分量を減らすことにより、咀嚼回数が増えるよ
う設計された。

さらに、モバイルアプリケーションを用いて、口腔保健、栄養および咀嚼に関する短い情報メッセージ（約
200文字）を週1回配信するとともに、参加者が録画された講義を視聴できるようにした。
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質問票

プログラムへの参加に伴う参加者の意識と行動の変化を評価するため、子ども専用の CAMCAM チェックリ
ストを開発した。研究チームが、先行研究および既存の口腔保健・栄養教育資料 [19-21] のレビューに基づき、
歯科医師と歯科衛生士との議論を通じて質問票を開発した。このチェックリストは、本研究の目的と状況に
合わせた独自の評価ツールとして設計された。透明性と再現性を確保するため、質問票の全文を補足付録1に
示す。

質問票は、口腔保健、食行動および咀嚼に関する項目から構成された。

口腔保健項目には、歯磨き行動（歯磨きの頻度、自発的な歯磨きの頻度［子どものみ］、親が手助けする歯
磨きの頻度［親／保護者のみ］）、口腔内を観察する頻度、定期的な歯科受診およびフッ化物の使用頻度に
関する質問を含めた。

食事関連項目には、食習慣（食事回数、朝食摂取頻度、一緒に朝食をとる頻度、栄養バランスへの配慮）を
含めた [20]。食品摂取の多様性は、すでに確立された尺度である食品摂取の多様性スコア [21] を用いて評価
した。

咀嚼関連項目では、「噛む回数を意識する」「硬い食品を食べ残す」「噛む必要のある食品を食べる」といっ
た行動の頻度を評価した。

口腔保健、栄養バランスおよび咀嚼に関する意識と行動の変化は、トランスセオレティカルモデル（TTM）
[22] を用いて評価した。TTM は行動変容を5段階に分類する。すなわち、無関心期（現在その行動を実践し
ておらず、関心もない）、関心期（現在は実践していないが、6か月以内に実践する意図がある）、準備期（
現在は実践していないが、1か月以内に実践する意図がある）、実行期（行動を実践している期間が1か月未
満）、維持期（行動を実践している期間が1か月以上）である。

原版の TTM では、維持期は行動を6か月以上継続していることと定義される。しかし Walton ら [23] は、小
学校5・6年生を対象とする研究では、6か月はこの年齢層の子どもが想起できる範囲を超えるため、2か月と
いう短い評価期間を推奨した。本研究の参加者には小学校1年生以上の、さらに低い年齢層の子どもが含まれ
ていたため、子どもの維持期は「行動を1か月以上継続していること」と定義した。

測定

口腔機能評価は子どもにのみ実施した。口腔機能は、簡易口腔衛生指数（Oral Hygiene Index-Simplified）の
簡易歯垢指数および簡易歯石指数 [24]、PMA 指数 [25]、舌口唇運動機能（オーラルディアドコキネシス［
ODK］）、咀嚼能率、口唇圧および舌運動機能を用いて評価した。加えて、口唇閉鎖、舌小帯の異常、口呼
吸、口蓋扁桃肥大および好ましくない口腔習癖の有無を評価した。子どもとその親または保護者への面接も
行った。

咀嚼能率は、咀嚼能力判定ガム（XYLITOL® 咀嚼能力判定ガム、株式会社ロッテ）を用いて評価した。参加
者には1 min ガムを噛むよう指示し、色の変化の程度を5段階のカラーチャートを用いて評価した [26-28]。

ODK は、自動発話分析装置（健口くんハンディ、竹井機器工業株式会社、日本）を用いて評価した。単音節
音（/pa/、/ta/、/ka/）の反復回数を記録した。1秒当たりの発音音節数を測定することで、構音に関連する口
腔運動能力を評価した [29]。
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口唇圧は、歯科用口唇筋力測定装置（りっぷるくん、株式会社松風、日本）を用いて測定した [30]。参加者
には、口腔前庭にボタンを入れ、口唇を閉じるよう指示した。ボタンを水平方向に引いた後、ボタンが口腔
前庭から外れるのに必要な力を測定した。1回の練習試行の後に3回測定し、その平均値を口唇圧として算出
した。

舌運動機能は、舌圧測定装置（TPM-01、株式会社ジェイ・エム・エス）を用いて評価した。参加者には、小
さなバルーン型の使い捨て口腔内プローブをできる限り強く口蓋に押し付けるよう指示した [31,32]。1回の
練習試行の後に3回測定し、その平均値を解析に用いた。

質問票の回答、測定結果および面接の所見を総合的に評価し、口腔機能低下の有病率を求めた [7,33]。

統計解析

子ども向け CAMCAM-P の介入前後の比較には、Wilcoxon 符号付順位検定を用いた。p 値が0.05未満の場合
を統計学的に有意とした。すべての統計解析には SPSS バージョン29.0ソフトウェア（SPSS Inc.、米国イリ
ノイ州シカゴ）を用いた。

結果

84人の参加者（子ども52人、親／保護者32人）の基本特性を表1に示す。

表1（原著ラベル：Table 1）

参加者の特性。

子ども（N =52） 親（N= 32）

平均年齢（歳［SD］） 8.5 (2.1) 43.0 (4.9)

性別（n［%］） 男性：24 (46.2) ; ; 女性：28 (53.8) 男性：2 (6.3) ; ; 女性：30 (93.8)

身長（cm） 135.3 (14.7) 159.3 (7.2)

体重（kg） 28.2 (9.5) 58.7 (15.8)

ローレル指数BMI（親）（n
［%］）

低体重：14 (26.9) ; ; 標準：31 (59.6) ; ; 肥満：5 (9.6) 低体重：2 (6.3) ; ; 標準：23 (71.9) ; ; 肥
満：7 (21.9)

子どもの年齢分布（歳） 6：8 (15.4) ; ; 7：14 (26.9) ; ; 8：5 (9.6) ; ; 9：10 (15.4) ; ; 10
：8 (15.4) ; ; 11：3 (5.8) ; ; 12：3 (5.8) ; ; 16：1 (1.9)

表1注：BMI、体格指数

CAMCAM チェックリストの結果を表2、3、4に示す。口腔保健関連項目について、子どもでは口腔内を観察
する頻度が有意に増加した（p = 0.039）。また、フッ化物を「毎日」使用すると回答した子どもの割合は、
32人（61.5%）から40人（76.9%）に増加した。「フッ化物をほとんど使用しない」と回答した親／保護者
の人数は16人（50.0%）から6人（18.8%）に減少した。親が手助けする歯磨きの頻度、毎日の歯磨き回数、
親／保護者における定期的な歯科受診の頻度には、有意な変化はなかった。
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表2（原著ラベル：Table 2）

子ども用 CAMCAM チェックリストの項目。

ベースライン 最終時点 r p 値

歯磨きの頻度 1.6 (0.5) 1.6 (0.6) 0.00 1.000

自発的に歯を磨く（
子どものみ）

ほぼ毎日：24 (46.2) ; ; 2日ご
と：3 (5.8) ; ; 週1～2回：7
(13.5) ; ; ほとんどない：18
(34.6)

ほぼ毎日：29 (55.8) ; ; 2日ご
と：7 (13.5) ; ; 週1～2回：4
(7.7) ; ; ほとんどない：12
(23.1)

-0.19 0.170

口腔内を観察する ほぼ毎日：9 (17.3) ; ; 2日ごと
：3 (5.8) ; ; 週1～2回：7
(13.5) ; ; ほとんどない：33
(63.5)

ほぼ毎日：11 (21.2) ; ; 2日ご
と：10 (19.2) ; ; 週1～2回：6
(11.5) ; ; ほとんどない：25
(48.1)

-0.29 0.039

定期的な歯科受診 はい：37 (71.6) ; ; わからない
：6 (11.5) ; ; いいえ：9 (17.3)

はい：38 (73.1) ; ; わからない
：5 (9.6) ; ; いいえ：9 (17.3)

-0.25 0.858

フッ化物の使用頻度 2.1 (1.5) 1.7 (1.3) -0.32 0.020

食事回数 2回：2 (3.8) ; ; 3回：48 (92.3) ;
 ; 4回超：2 (3.8)

2回：2 (3.8) ; ; 3回：47 (90.4) ;
 ; 4回超：3 (5.8)

-0.04 0.763

朝食をとる ほぼ毎日：51 (98.1) ; ; 週1～2
回：1 (1.9)

ほぼ毎日：50 (96.2) ; ; 2日ご
と：2 (3.8)

0.00 1.000

家族と一緒に朝食を
とる

ほぼ毎日：44 (84.6) ; ; 2日ご
と：1 (1.9) ; ; 週1～2回：4
(7.7) ; ; ほとんどない：3 (5.8)

ほぼ毎日：42 (80.8) ; ; 2日ご
と：2 (3.8) ; ; 週1～2回：3
(5.8) ; ; ほとんどない：5 (9.6)

-0.20 0.157

食事の栄養バランス
を考える

ほぼ毎日：7 (13.5) ; ; 2日ごと
：4 (7.7) ; ; 週1～2回：8
(15.4) ; ; ほとんどない：33
(63.5)

ほぼ毎日：10 (19.2) ; ; 2日ご
と：8 (15.4) ; ; 週1～2回：14
(26.9) ; ; ほとんどない：20
(38.5)

-0.32 0.022

噛む回数を意識する はい：9 (17.3) ; ; わからない：
10 (19.2) ; ; いいえ：33 (63.5)

はい：3 (5.8) ; ; わからない：
5 (9.6) ; ; いいえ：44 (84.6)

-0.34 0.015

硬い食品を食べ残す
（1：いつも、5：まっ
たくない）

2.4 (0.9) 2.4 (0.9) 0.00 1.000

噛む必要のある食品
を食べる

ほぼ毎日：19 (36.5) ; ; 2日ご
と：6 (11.5) ; ; 週1～2回：14
(26.9) ; ; ほとんどない：13
(25.0)

ほぼ毎日：22 (42.3) ; ; 2日ご
と：12 (23.1) ; ; 週1～2回：8
(15.4) ; ; ほとんどない：10
(19.2)

-0.24 0.085

表3（原著ラベル：Table 3）

親／保護者用 CAMCAM チェックリストの項目。

ベースライン 最終時点 r p 値

歯磨きの頻度 2.2 (0.6) 2.2 (0.6) -0.04 0.803
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ベースライン 最終時点 r p 値

親が見守る歯磨き（
親のみ）

ほぼ毎日：14 (43.8) ; ; 2日ご
と：4 (12.5) ; ; 週1～2回：1
(3.1) ; ; ほとんどない：13
(40.6)

ほぼ毎日：15 (48.4) ; ; 2日ご
と：1 (3.1) ; ; 週1～2回：5
(15.6) ; ; ほとんどない：10
(31.3)

-0.06 0.722

口腔内を観察する ほぼ毎日：6 (18.8) ; ; 2日ごと
：3 (9.4) ; ; 週1～2回：11
(34.3) ; ; ほとんどない：12
(37.5)

ほぼ毎日：8 (25.0) ; ; 2日ごと
：4 (12.5) ; ; 週1～2回：10
(31.3) ; ; ほとんどない：10
(31.3)

-0.20 0.250

定期的な歯科受診 はい：20 (62.5) ; ; わからない
：6 (18.8) ; ; いいえ：6 (18.8)

はい：22 (68.8) ; ; わからない
：5 (15.6) ; ; いいえ：5 (15.6)

-0.08 0.660

フッ化物の使用頻度 2.6 (1.6) 2.0 (1.5) -0.41 0.021

食事回数 2回：1 (3.1) ; ; 3回：31 (96.9) 2回：6 (18.8) ; ; 3回：26
(81.3)

-0.40 0.025

朝食をとる ほぼ毎日：27 (84.4) ; ; 2日ご
と：1 (3.1) ; ; 週1～2回：3
(9.4) ; ; ほとんどない：1 (3.1)

ほぼ毎日：27 (84.4)週1～2回
：3 (9.4) ; ; ほとんどない：2
(6.3)

-0.07 0.683

家族と一緒に朝食を
とる

ほぼ毎日：13 (40.6) ; ; 2日ご
と：2 (6.3) ; ; 週1～2回：8
(25.0) ; ; ほとんどない：9
(28.1)

ほぼ毎日：15 (46.9) ; ; 2日ご
と：2 (6.3) ; ; 週1～2回：5
(15.6) ; ; ほとんどない：10
(31.3)

-0.09 0.958

食事の栄養バランス
を考える

ほぼ毎日：18 (56.3) ; ; 2日ご
と：5 (15.6) ; ; 週1～2回：5
(15.6) ; ; ほとんどない：4
(12.5)

ほぼ毎日：20 (62.5) ; ; 2日ご
と：4 (12.5) ; ; 週1～2回：5
(15.6) ; ; ほとんどない：3
(9.4)

-0.10 0.555

噛む回数を意識する はい：9 (28.1) ; ; わからない：
11 (34.4) ; ; いいえ：12 (37.5)

はい：12 (37.5) ; ; わからない
：2 (6.3) ; ; いいえ：18 (56.3)

-0.02 0.923

硬い食品を食べ残す
（1：いつも、5：まっ
たくない）

2.9 (1.3) 2.7 (0.7) -0.10 0.564

噛む必要のある食品
を食べる

ほぼ毎日：10 (31.3) ; ; 2日ご
と：4 (12.5) ; ; 週1～2回：4
(12.5) ; ; ほとんどない：14
(43.8)

ほぼ毎日：13 (40.6) ; ; 2日ご
と：7 (21.9) ; ; 週1～2回：5
(15.6) ; ; ほとんどない：7
(21.9)

-0.28 0.112 ; ;

表4（原著ラベル：Table 4）

食品摂取頻度（1：ほぼ毎日、2：2日ごと、3：週1～2回、4：まれ／ほとんどない）。
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表4 / 分割 1・全2（識別列を再掲）

子ども（N = 52） 子ども（N = 52） 子ども（N = 52） 子ども（N = 52）

ベースライン 最終時点 r p 値

米 1.2 (0.4) 1.0 (0.1) -0.35 0.011

パン 1.9 (1.0) 2.2 (1.1) -0.08 0.590

肉類 1.9 (0.9) 1.9 (0.8) -0.01 0.946

魚類 2.7 (0.7) 0.7 (0.8) -0.03 0.837

卵 2.4 (1.0) 2.1 (1.0) -0.26 0.061

牛乳および乳製品 1.3 (0.7) 1.3 (0.6) 0.00 1.000

じゃがいも 2.6 (0.8) 2.3 (0.8) -0.30 0.032

豆類 2.5 (0.9) 2.4 (1.1) -0.08 0.565

野菜 1.8 (1.0) 1.6 (0.9) -0.14 0.305

海藻類 2.7 (1.0) 2.5 (0.9) -0.11 0.414

揚げ物 2.8 (0.6) 2.7 (0.7) -0.15 0.286

果物 2.5 (1.1) 2.2 (1.1) -0.29 0.036

菓子類 1.3 (0.6) 1.3 (0.6) -0.02 0.914
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表4 / 分割 2・全2（識別列を再掲）

親（N = 32） 親（N = 32） 親（N = 32） 親（N = 32）

ベースライン 最終時点 r p 値

米 1.4 (0.7) 1.4 (0.9) -0.06 0.739

パン 2.2 (1.1) 2.3 (1.1) -0.11 0.520

肉類 1.7 (0.8) 1.4 (0.6) -0.41 0.021

魚類 2.6 (0.7) 2.6 (0.8) -0.04 0.808

卵 2.0 (0.9) 2.0 (1.0) -0.01 0.961

牛乳および乳製品 1.8 (1.0) 1.4 (0.8) -0.39 0.028

じゃがいも 2.9 (0.5) 2.4 (0.8) -0.53 0.003

豆類 2.4 (0.9) 2.2 (0.8) -0.22 0.216

野菜 1.3 (0.6) 1.2 (0.5) -0.14 0.417

海藻類 2.7 (0.7) 2.5 (1.0) -0.25 0.152

揚げ物 2.9 (0.8) 2.7 (0.7) -0.22 0.204

果物 2.5 (0.9) 2.1 (1.0) -0.22 0.205

菓子類 1.8 (1.0) 1.7 (1.0) -0.10 0.560

栄養関連項目について、食事のバランスを考えていなかったと回答した子どもの人数は、介入前の33人（
63.5%）から介入後の20人（38.4%）に減少した（p = 0.015）。さらに、子どもでは米、じゃがいも、果物
の摂取頻度が有意に増加した（それぞれ p = 0.011、0.032、0.036）。同様に、親／保護者では肉類、卵、じゃ
がいもの摂取頻度が有意に増加した（それぞれ p = 0.021、0.028、0.003）。

咀嚼関連項目について、「噛む必要のある食品を食べる」頻度も、子どもと親／保護者のいずれでも、有意
ではないものの増加傾向を示した（それぞれ p = 0.085、p = 0.112）。

行動変容指標の結果を図1～3に示す。口腔保健行動について、実行期および維持期にある子どもの割合は13
人（25.0%）から17人（32.7%）に増加した（r = -0.13、p = 0.346）が、親／保護者ではほとんど変化は認
められなかった。栄養バランスについて、実行期および維持期にある参加者の割合は、子どもでは9人（
17.3%）から18人（34.6%）へ、親／保護者では18人（56.2%）から24人（75.0%）へ、それぞれ増加した（
r = -0.39、p = 0.005、および r = 0.09、p = 0.619）。咀嚼については、実行期および維持期にある子どもの
割合は17人（32.7%）から22人（42.3%）に増加した。一方、無関心期にある親／保護者の割合は12人（
37.5%）から5人（15.6%）に減少した（それぞれ r = -0.18、p = 0.197、および r = -0.13、p = 0.480）。

図注（原著：Fig 1）

口腔保健に関する TTM の段階。 ; 子どもおよび親における、ベースラインと最終評価時点の行動変容段階の
分布。
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図注（原著：Fig 2）

栄養に関する TTM の段階。 ; 子どもおよび親における、ベースラインと最終評価時点の行動変容段階の分布。

図注（原著：Fig 3）

咀嚼に関する TTM の段階。 ; 子どもおよび親における、ベースラインと最終評価時点の行動変容段階の分布。

学年別に層別化した口腔診査の結果を表5に示す。低学年群では、ODK /pa/、ODK /ka/、咀嚼能率および舌圧
に有意な改善が認められた（それぞれ p = 0.014、0.029、0.047、0.023）。高学年群では、歯間乳頭の歯肉
炎症が有意に改善した（p = 0.010）。口腔機能低下の有病率は、ベースラインでは低学年群と高学年群でそ
れぞれ23.3%および40.9%、追跡時点ではそれぞれ36.7%および13.6%であった（p = 0.096）。追跡時点で「
口腔機能低下あり」に分類された子どもの人数が増加したことは、質問票で口唇閉鎖不全を報告した低学年
児童の増加に起因するとされた。その人数は6人（20.0%）から14人（46.7%）に増加した（p = 0.046）。

表5（原著ラベル：Table 5）

口腔機能測定結果。
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表5 / 分割 1・全2（識別列を再掲）

低学年（N = 30） 低学年（N = 30） 低学年（N = 30） 低学年（N = 30）

ベースライン 最終時点 R p 値

DI（歯垢指数） 0.9 (0.8) 0.7 (0.6) -0.18 0.337

CI（歯石指数） 0.3 (0.5) 0.2 (0.4) -0.13 0.480

PMA（歯間乳頭） 2.9 (2.1) 2.6 (3.0) -0.09 0.621

PMA（辺縁歯肉） 1.1 (1.6) 1.8 (3.2) -0.17 0.350

PMA（付着歯肉） 0.1 (2.5) 0.3 (1.2) -0.14 0.461

PMA 合計（0～34） 4.1 (3.4) 4.7 (6.2) -0.05 0.775

ODK /pa/ 4.1 (1.1) 4.6 (1.0) -0.45 0.014

ODK /ta/ 4.7 (1.2) 4.6 (1.0) -0.29 0.111

ODK /ka/ 4.6 (1.1) 4.9 (0.7) -0.40 0.029

ガムによる咀嚼能率 6.3 (1.3) 7.1 (1.2) -0.36 0.047

口唇圧 9.5 (5.0) 9.3 (3.0) -0.24 0.192

舌圧 26.8 (15.0) 32.0 (12.6) -0.42 0.023

不完全な口唇閉鎖（n） 6 (20.0) 14 (46.7) -0.37 0.046

短い舌小帯あり（n） 0 (0) 0 (0) 0.00 1.000

口呼吸（n） 7 (23.3) 9 (30.0) -0.20 0.285

口蓋扁桃肥大（n） 0 (0) 0 (0) -0.26 0.157

口腔習癖の障害（n） 9 (30.0) 7 (23.3) -0.25 0.527
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表5 / 分割 2・全2（識別列を再掲）

高学年（N = 22） 高学年（N = 22） 高学年（N = 22） 高学年（N = 22）

ベースライン 最終時点 r p 値

DI（歯垢指数） 1.1 (0.7) 0.8 (0.8) -0.27 0.210

CI（歯石指数） 0.5 (0.6) 0.2 (0.8) -0.28 0.197

PMA（歯間乳頭） 5.2 (2.9) 2.6 (3.0) -0.55 0.010

PMA（辺縁歯肉） 1.4 (1.9) 2.1 (3.4) -0.14 0.503

PMA（付着歯肉） 0.1 (1.9) 0.4 (1.4) -0.30 0.157

PMA 合計（0～34） 6.8 (4.0) 5.1 (6.5) -0.34 0.112

ODK /pa/ 5.0 (1.3) 5.5 (0.8) -0.31 0.148

ODK /ta/ 5.6 (1.5) 5.9 (1.2) -0.16 0.443

ODK /ka/ 5.4 (1.4) 5.6 (1.0) -0.16 0.453

ガムによる咀嚼能率 6.3 (1.4) 6.4 (1.9) -0.15 0.494

口唇圧 8.9 (4.3) 9.8 (5.0) -0.08 0.717

舌圧 37.1 (8.5) 37.2 (8.2) -0.02 0.918

不完全な口唇閉鎖（n） 12 (54.5) 8 (36.4) -0.25 0.248

短い舌小帯あり（n） 2 (9.1) 0 (0) -0.30 0.157

口呼吸（n） 8 (36.4) 6 (27.3) 0.00 1.000

口蓋扁桃肥大（n） 1 (4.5) 0 (0) -0.21 0.317

口腔習癖の障害（n） 5 (22.7) 2 (9.1) -0.29 0.180

考察

本研究では、地域の子ども食堂を利用する子どもとその親／保護者に対し、口腔保健と食育を組み合わせた
プログラムを実施し、口腔保健、栄養、咀嚼および口腔に関する行動への効果を評価した。このプログラム
は、子どもと親／保護者の双方において、口腔保健行動、栄養バランス、ならびに咀嚼に関する意識と行動
の好ましい変化を促した。
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1. 口腔保健、栄養および咀嚼への効果

口腔保健については、フッ化物の使用頻度、自分で歯を磨く子どもの割合、口腔内を観察する子どもの割合
の増加が認められた。これらの変化は、フッ化物の適切な使用方法の指導を含む教育セッションによるもの
かもしれない。これにより参加者の自身の口腔の健康への関心が高まり、実践可能な口腔保健行動が直ちに
変化した可能性が高い。参加者の半数を超える人は、介入前からすでに、歯磨きの頻度と定期的な歯科受診
について望ましい習慣を示していた。定期的な歯科健診を受けていた参加者の割合は全国平均 [34] より高く、
天井効果によってこれらの行動のさらなる変化の検出が制限された可能性が示唆される。

口腔診査の結果から、学年に特有の特徴が明らかになった。低学年の子どもでは、口唇機能、舌機能および
咀嚼関連機能の改善が認められた。日本の小学校3年生以上の子どもを対象とした先行研究では、身体の成長・
発達の影響を受ける可能性のある、学年によって異なる ODK 値の性差が報告されている [35] が、本研究で
はそのような性差は認められなかった。一方、高学年の子どもでは歯肉炎症の改善が認められた。この知見
は、自分で歯を磨くと回答した高学年児童の割合が増加したことで説明できるかもしれず、自身の口腔の健
康への意識の高まりが歯肉の状態の改善に寄与したことを示唆している。

同時に、口腔機能低下ありと分類された子どもの人数は、介入後に増加した。本研究では、口腔機能低下を、
客観的な機能測定と、口唇閉鎖不全などの観察／自己報告指標の両方を含む複数の領域を用いて評価した。
介入後にこの分類に該当する人数が増加したことは、客観的な口腔機能の低下よりも、おもに口唇閉鎖不全
の報告が増加したことに起因した。

これに対して、ODK、舌圧および咀嚼関連の測定値を含む複数の客観的指標は、介入後に好ましい変化を示
した。したがって、機能測定値の改善と口腔機能低下に分類される人数の増加との間にみられる見かけ上の
不一致は、主観的指標と客観的な実行能力に基づく評価との測定特性の違いを反映している可能性がある。
プログラムへの参加によって、子どもと親／保護者の口腔習癖や症状に対する意識が高まり、介入後により
正確な認識と報告が行われた可能性がある。

本予備研究の探索的な性質と対照群がないことを踏まえ、これらの知見は慎重に解釈すべきである。小児の
口腔機能低下に関する知見の再現性と臨床的意義を明らかにするためには、より大きなサンプルサイズ、妥
当性が確認された小児用評価基準、ならびに縦断的または対照を設けたデザインを用いたさらなる研究が必
要である。

介入前後で咀嚼能率に有意な変化はなかった。これは一部には、乳臼歯から永久歯への交換に伴う一時的な
低下によるものかもしれない [36]。それでも、咀嚼能率は ODK および舌圧と関連しており [37]、これらの機
能に観察された改善は、噛むことへの意識の高まりや咀嚼に関する行動変容が、口腔運動機能に好ましい影
響を及ぼした可能性を示唆している。

栄養バランスについては、子どもと親／保護者の双方に意識と行動の変化が認められた。先行研究では、親
の栄養バランスに関する知識が子どもの果物・野菜摂取と強く相関することが示されている [14]。したがっ
て、プログラムを通じた栄養知識の向上が、さまざまな食品群の摂取頻度の増加に寄与した可能性が高い。
これらの知見は、子どもの食事の多様性を改善するには、子どもとその親／保護者の双方に介入する必要が
あることをさらに支持する。また、本研究の参加者の大半は、定期的に朝食をとると回答していた。朝食を
とる子どもは、食事の栄養学的な質が高い傾向があり [38]、早い時刻に就寝する習慣を有する可能性も高い
[39] ことから、全般的に好ましい生活習慣が確立していることが示唆される。したがって、本研究の対象集
団は、すでに比較的規則正しい生活習慣を維持していた可能性がある。
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咀嚼については、行動変容指標から、子どもとその親／保護者における意識の向上および行動の変容が示さ
れた。本プログラムの原版でも、噛むことへの意識に同様の改善が報告されている [15]。これらの知見は、
対象集団に子どもとその親／保護者が含まれる場合にも、本プログラムが咀嚼への意識を高めるうえで有効
であることを示し、介入の頑健性と適応性を強調している。

2. 行動変容指標

TTM は、変容の段階、変容の過程、意思決定のバランス、自己効力感という4つの要素からなる。本研究で
は、変容の段階を TTM の中核要素として位置づけた [40]。参加者の現在の状態を5つの変容段階に基づいて
評価し、それぞれの段階に対応するよう介入を設計した。本研究では CAMCAM チェックリストを主要アウ
トカム指標とし、TTM の変容段階を介入プログラムの有効性を評価する副次的アウトカム指標として用いた。
子どもとその親／保護者では段階の進展傾向が認められたものの、主要アウトカムの大半の項目で有意な行
動変容は認められなかった。これは、変容の初期段階では、参加者に行動を変えようとする意図はあるが、
その意図を行動に移すにはさらなる努力を要するためかもしれない。介入前の参加者の段階を把握すること
から、初期段階にある人にはより個別化したアプローチが必要であった可能性が示唆される。さらに、低学
年と高学年の子どもの間で介入効果が異なることが示唆され、学年に応じたプログラム実施が必要となる可
能性が浮き彫りになった。

3. 限界と今後の方向性

本プログラムは、口腔保健、栄養および咀嚼という3つの要素を単一の介入に組み合わせた。口腔保健や食育
に焦点を当てたものを含め、子どもを対象とする健康プログラムは数多く存在するが、その大半は個別に実
施され、これらの要素を包括的なアプローチに統合したプログラムは少ない。また、介入は子どもと親／保
護者に別々に提供されることが多く、両者に同じ介入を提供するプログラムは限られている。したがって、
子ども向け CAMCAM-P を地域レベルで普及できれば、口腔機能の早期の発達と望ましい食習慣の確立を支
援するうえで有効である可能性がある。

本研究にはいくつかの限界がある。第一に、本研究は同時期の対照群のない単群前後比較デザインを用いた
予備研究であるため、因果推論はできず、観察された変化は一部には正常な成長・発達の影響を受けた可能
性がある。第二に、サンプルサイズが比較的小さく、サブグループ解析が制限された。第三に、参加者の年
齢と発達段階は小学校低学年から青年期まで幅広く、介入への反応は学年や行動変容の準備段階によって異
なっていた可能性がある。今後は、より大きなサンプルと対照を設けたデザインを用いた研究により、これ
らの予備的な知見を確認するとともに、行動変容段階に応じた介入頻度の最適化や発達水準に合わせたプロ
グラム内容の調整によって、子ども向け CAMCAM-P をさらに改良する必要がある。

結論

本予備研究は、口腔保健教育を食育に統合した子ども向け CAMCAM-P が、子どもとその親／保護者におい
て、口腔保健行動および栄養バランスへの意識の改善を促す可能性を示した。このプログラムは、幼児期か
らの健康的な生活習慣の確立を支援する可能性を有する。

補足情報

S1 付録
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原文の整合性と訳注

以下は原著の表記・数値・研究上の限界についての注記です。本文中の原著の数値や結論を無断で訂正した
ものではありません。

訳注1：要旨は子どもの年齢中央値を8.5歳とするが、表1は8.5歳を平均値と表示している。さらに表1の年齢
別人数からは52人中の第26・27番目がともに8歳となり、中央値8.5歳と整合しない。訳文は各箇所の原文を
保持している。 また、要旨は咀嚼回数を意識しない参加者が減少したと述べるが、表2の子どもの「No」は
33人から44人、表3の親／保護者の「No」は12人から18人へ増加している。原文内で変化の方向が逆になっ
ている。

訳注2：本文は小児の対象をoral hypofunctionと呼ぶ一方、引用文献7・8・33の標題はdevelopmental
insufficiency of oral functionを用いている。原文内で用語の対応が明確でなく、訳文だけで別の疾患名へ置き
換えることはできない。

訳注3：方法はガムの色変化を5段階のカラーチャートで評価したとするが、表5には6.3、7.1などの得点が示
されている。各段階への配点や換算方法が記載されておらず、方法と結果の尺度の対応を確認できない。

訳注4：表1の子どもの体格区分は14人、31人、5人で合計50人となり、子どもの総数52人に達しない。残る2
人の欠測・分類状況について原文に説明がない。

訳注5：表1の9歳は10人（15.4%）と記載されるが、総数52人に対する10人は約19.2%であり、人数と百分率
が一致しない。

訳注6：表2の定期的な歯科受診のベースライン「Yes」は37人（71.6%）だが、37/52は約71.2%であり、人
数と百分率が一致しない。

訳注7：表3の親が見守る歯磨きの最終時点は15、1、5、10人で計31人となる。「15（48.4）」は分母31に
相当する一方、他の百分率3.1、15.6、31.3は分母32に相当し、欠測と分母の扱いが説明されていない。

訳注8：表4の食品摂取頻度は1～4の尺度と明記されているが、子どもの魚類の最終時点は0.7（0.8）であり、
掲載された代表値が尺度の下限を下回っている。

訳注9：結果本文の子どもの栄養バランス非考慮は20人（38.4%）、p = 0.015だが、要旨および表2は38.5%、
p = 0.022である。また本文は親／保護者の卵の摂取頻度がp = 0.028で増加したとするが、表4の卵はp =
0.961で、p = 0.028は牛乳および乳製品の値である。

訳注10：考察は対象を限定せず、口腔機能低下に分類された子どもの人数が増加したとする。しかし結果の
群別有病率と標本数からは、低学年が7人から11人、高学年が9人から3人となり、全体では16人から14人へ
減少する。増加は低学年について成立するが、原文の記述ではその範囲が明示されていない。

訳注11：考察は咀嚼能率に有意な変化がなかったと述べる一方、結果本文と表5は低学年で有意な改善（p =
0.047）を報告している。考察が全体解析を指すのかは明示されず、その全体解析の結果も提示されていない。

訳注12：表5の低学年の口蓋扁桃肥大は両時点とも0人（0%）と記載される一方、同じ行には効果量-0.26、
p = 0.157があります。人数に表れない程度の変化等を検定したかは説明されておらず、人数表示と検定対象
の対応を確認できません。数値は原文どおりです。
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訳注13：考察は咀嚼への意識を高めるうえで有効と断定的に述べるが、本研究は便宜抽出による小規模な単
群前後比較であり、原文自身も因果推論不能、成長・発達の影響、主要アウトカムの大半で有意差なしとい
う限界を記している。これは原著の解釈上の限界であり、忠実に訳された有効性の表現を翻訳者による主張
として扱うべきではない。

訳注14：表5の高学年の口呼吸は8人から6人へ変化していますが、同じ行にr = 0.00、p = 1.000と記載されて
います。人数表示と検定結果の対応や、別の評価尺度を検定したかは説明されていません。原データなしに
原因を確定せず、数値は原文どおり保持しています。

訳注15：原文の本文・表5には口唇圧と舌圧の測定単位が記載されていません。また、表5の連続変数の代表
値と括弧内数値が何を表すか、平均値・標準偏差等の定義も明記されていません。翻訳では単位や統計量の
種類を推測で補っていません。
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